
 

手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

給料の特別
調整額

　管理又は監督の地
位にある職の特殊性
に基づき支給。

管理職手当
(教育委員会)

　管理又は監督の地
位にある職の特殊性
に基づき支給。

初任給調整
手当

　専門的な知識を必
要とし，採用困難で
ある医師等に，採用
から一定期間支給。

初任給調整
手当
（教育委員会）

　特殊な専門知識を
必要とし，採用によ
る欠員の補充に特別
の事情があるもの
に，採用から一定期
間支給。

配偶者 月額 10,000円

子   8,000円

父母等 6,500円

住居手当 　自ら居住するため
の住宅若しくは単身
赴任の職員の配偶者
が居住するための住
宅を借り家賃を支払
う職員に支給。 同 2,301,368 千円 317,000 円

同

異

本県の交通
事情を考慮
して，国の
支給限度額
24,500円
（60㎞以

上）を上回
る額を支給

同

異
給料等の算
出方法が異
なる

異
給料等の算
出方法等が
異なる

※準ずる手当
　月額：給料等×支給割合
　(移転後5年目まで4/100,移転後6年目2/100)

へき地手当
（教育委員会）

　離島等の生活不便
な地に所在するへき
地学校等に勤務する
職員に支給｡
　また，異動等に伴
い住居移転する場合
は，準ずる手当を支
給。
（小・中学校）

月額：給料等×支給割合(25/100～4/100) 3,551,292 千円 913,000 円

268,000 円

2,861,937 千円 166,000 円

同

支給実績
（28年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（28年度決算）

787,110 千円 587,000 円

千円3,524,132

1,511,568 千円

単身赴任手当 　異動等に伴い転居
し，やむを得ない事
情により，同居して
いた配偶者と別居し
単身で生活する職員
に支給。

①基礎額
　月額30,000円

②加算額
　職員の住居と配偶者の住居間の距離に応じ
て支給。
　支給限度額：月額70,000円

扶養手当 　扶養親族のある職
員に支給。

※16歳に達する年度初めから22歳に達する年
度末までの子に対する加算：1人あたり月額
5,000円

特地勤務手当 　離島等の生活不便
な地に所在する公署
に勤務する職員に支
給。また，異動等に
伴い住居移転する場
合には，準ずる手当
を支給。

月額：給料等×支給割合(25/100～4/100)

※準ずる手当
　月額：給料等×支給割合
　(移転後5年目まで4/100,移転後6年目2/100)

③特急，高速道路利用者
　利用に係る特別料金等の額の1/2を加算。
　支給限度額：１箇月当たり20,000円

家賃の額に応じて支給。
　支給限度額：月額27,000円
※単身赴任の職員の配偶者が借家に居住する
場合は1/2の額

通勤手当 　交通機関又は交通
用具を利用して通勤
する職員に支給

①交通機関利用者
　６箇月定期券等の価格に相当する額を支
給。支給限度額：１箇月当たり55,000円

②交通用具使用者
　通勤距離に応じて支給。
　支給限度額：月額55,000円（通勤距離が95
㎞以上の場合）

(6)　その他の手当（平成29年４月１日現在）

定額（47,100円～137,700円） 

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められ
た額
  医師［医(一)］:支給限度額 月額413,800円
　獣 医 師 ：支給限度額　月額30,000円

内容及び支給単価

定額（39,700円～72,800円）

　一部の職
につき国の
定額を下回
る定額を支

給

異

同

664,000 円

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められ
た額
　支給限度額　2,500円

異
獣医師を支

給対象
153,093 千円 895,000 円



手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

農林漁業普及指
導手当

　農・林・水産業
の従事者に技術等
を普及指導する職
員に支給。

82,899 千円 332,000 円

夜勤手当 　正規の勤務時間
として午後10時か
ら翌日午前５時ま
での間に勤務する
ことを命ぜられた
職員に支給。

同 195,213 千円 131,000 円

休日給 　休日等における
正規の勤務時間中
に勤務することを
命ぜられた職員に
支給。

同 557,214 千円 336,000 円

・一般の宿日直勤務 4,200円/回
・医師・歯科医師の宿日直勤務（知事部局） 20,000円/回
・特殊な業務を主とする宿日直勤務 5,900円/回

　　　　　　　　　週休日等 平日夜間

・部長級        12,000円/回 6,000円/回

・次長級        10,000円/回 5,000円/回

・課長級         8,000円/回 4,000円/回

・補佐級         6,000円/回 3,000円/回

災害派遣手当 　災害復旧等のた
めに本県に派遣さ
れ，本県に滞在す
ることを要した職
員に支給。

0 千円 0 円

義務教育等教員
特別手当
（教育委員会）

　教育職員の確保
を目的として，教
育職給料表
(二)(三)の適用者
に定額を支給。

1,010,466 千円 72,000 円

定時制通信教育
手当
（教育委員会）

　夜間定時制，通
信制の課程を置く
高校の教育職員に
支給。 13,675 千円 284,000 円

産業教育手当
（教育委員会）

　農業，水産，工
業の課程を置く高
校の教育職員のう
ち，実習を伴う農
業,水産,工業を担
当する職員に支
給。

127,763 千円 307,000 円

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（28年度決算）

314,000 円

支給実績
（28年度決算）

603,016 千円同

・地域振興局又は支庁に勤務する普及指導員，
　林業普及指導員又は水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料×8/100

・農業開発総合センターの普及指導員，
　森林技術総合センターの林業普及指導員，
　水産技術開発センターの水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料× 6/100

宿日直手当 　日直や宿直を命
ぜられた職員に支
給。

勤務１時間当たりの給与額×勤務時間
　×　支給割合(25/100)

勤務１時間当たりの給与額　×　勤務時間
　×支給割合(135/100)

月額
　実習を伴う農業又は水産に関する科目
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　実習を伴う工業に関する科目
　　１級　　　　　14,000円
　　２級以上　　　18,000円

※６時間を超える場合は，各区分の額を1.5倍する。

・滞在期間が30日以内　3,970円（6,620円）
・　〃　30日を超え60日以内 3,970円（5,870円）
・　〃　60日を超える期間  3,970円（5,140円）
　※公用の施設等に宿泊する場合の1日あたりの額。
　　（ ）はその他の施設に宿泊する場合。

級号給に応じ2,000円～8,000円を支給

月額
　夜間定時制の課程
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　通信制の課程
　　１級　　　　　10,000円
　　２級以上　　　12,000円

内容及び支給単価

円

管理職員特別勤
務手当

　管理職員が，臨
時又は緊急の必要
等により，週休
日・休日及び平日
の午前０時から午
前５時までの間に
勤務した場合に支
給。

同 6,783 千円 95,000



５ 特別職の報酬等の状況（平成29年４月１日現在）

区 分 給料月額等

給 知 事 1,240,000円

副 知 事 970,000円

料

報 議 長 970,000円

副 議 長 870,000円

酬 議 員 780,000円

期 知 事

末 副 知 事 （平成28年度支給割合）

手 議 長 3.25月分

当 副 議 長 （20％加算措置あり）

議 員

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

退

職 知 事 1,240,000 円×2/3×勤続月数＝ 39,679,999円 （任期毎）

手 （４８月）

当 副 知 事 970,000 円×1/2×勤続月数＝ 23,280,000円 （任期毎）

（４８月）

（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の

見込み額である。

６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

区分 職 員 数 対前年
主 な 増 減 理 由

部門 平成28年 平成29年 増減数

一般行政部門 議 会 36 36 0 ・事務事業の見直し等による増減

総務企画 856 859 3 増事由

税 務 186 181 △ 5 【総務企画部門】

民 生 453 454 1 国体・全国障害者スポーツ大会局の設置

衛 生 683 682 △ 1 【商工部門】

労 働 95 95 0 PR・観光戦略部の設置

農林水産 1,633 1,627 △ 6 【民生部門】

商 工 189 202 13 児童虐待の増加等に対応した体制強化

土 木 922 923 1 減事由

小 計 5,053 5,059 6 農業開発総合センター果樹部の移転･集約

特別行政部門 教 育 15,406 15,280 △ 126 ・児童生徒数の減による学校の統

警 察 3,473 3,489 16 廃合

小 計 18,879 18,769 △ 110 ・警察部門職員の定数増

公営 企業 等 病 院 987 984 △ 3 ・看護師の欠員不補充等

会 計 部 門 そ の 他 22 22 0

小 計 1,009 1,006 △ 3

総 合 計 24,941 24,834 △ 107

(27,537) (27,653) ( 116)

（注）１ 職員数は，一般職に属する職員数であり，地方公務員の身分を保有する休職者，派遣職員等を含み，臨時又は非常勤職員を除いている。

２ （ ）内は，条例定数の合計。



(2) 年齢別職員構成の状況（平成29年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳 計

区 分           

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 109 622 1,397 1,694 1,883 2,254 3,240 3,637 3,460 3,142 2,725 671 24,834

(3) 職員数の推移

（単位：人，％）

年度 過去５年間の

部門別 24年 25年 26年 27年 28年 29年 増減数（率）

一般行政 5,207 5,117 5,107 5,071 5,053 5,059 △148(△2.8%)

教育 15,854 15,705 15,633 15,527 15,406 15,280 △574(△3.6%)

警察 3,386 3,376 3,437 3,450 3,473 3,489 103(3.0%)

消防 0 0 0 0 0 0 ( %)

普通会計計 24,447 24,198 24,177 24,048 23,932 23,828 △619(△2.5%)

公営企業等会計計 979 1,014 995 1,005 1,009 1,006 27(2.8%)

総合計 25,426 25,212 25,172 25,053 24,941 24,834 △592(△2.3%)

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。



７ 公営企業職員の状況
(1) 工業用水道事業

① 職員給与費の状況
ア 決算

総 費 用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）
区 分 職員給与費比率 27年度の総費用に占

める職員給与費比率
Ａ 質収支 Ｂ Ｂ/Ａ

千円 千円 千円 ％ ％
28年度 153,624 55,528 19,911 13.0 11.6

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まない。（資本勘定支弁職員なし）

給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均

区 分 職員数 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計
Ａ Ｂ 給与費B/A １人当たり給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
28年度 5 13,356 1,653 4,902 19,911 3,982 －

（注）１ 職員手当には，退職手当を含まない。
２ 職員数は，平成29年３月31日現在の人数である。

② 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成29年４月１日現在）
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

鹿児島県 46.3歳 259,925円 331,858円
団体平均 － 歳 － 円 － 円

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当を含む。

③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

鹿 児 島 県 鹿児島県の 団体平均
一般行政職

１人当たり平均支給額（平成28年度）
980千円 1,651円 －千円

（平成28年度支給割合） 同 －
期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.70 月分
（1.45）月分 （0.80）月分

（加算措置の状況）
職制上の段階，職務の級等による加算措置 同 －
・役職加算 ５～20％
・管理職加算 10％

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成29年４月１日現在）
鹿 児 島 県 鹿児島県の 団体平均

一般行政職

（支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 20.445 月分 25.55625 月分
勤続２５年 29.145 月分 34.5825 月分 同 －
勤続３５年 41.325 月分 49.59 月分
最高限度額 49.59 月分 49.59 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算）

１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 － －千円

ウ 時間外勤務手当
支給実績（28年度決算） 299千円
職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 75千円
支給実績（27年度決算） 82千円
職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 21千円

（注１） 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。
（注２） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職

員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含む。



手 当 名
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

管理職手当 　管理又は監督の地位にあ
る職の特殊性に基づき支
給。 同 千円 円

初任給調整
手当

　専門的な知識を必要と
し，採用困難である職に採
用された者に，採用から一
定期間支給。

同 千円 円

配偶者 月額 10,000円

子 8,000円
父母等 6,500円

住居手当 　自ら居住するための住宅
若しくは単身赴任の職員の
配偶者が居住するための住
宅を借り家賃を支払う職員
に支給。

同 620 千円 124,000 円

夜間勤務手
当

　正規の勤務時間として午
後10時から翌日午前５時ま
での間に勤務することを命
ぜられた職員に支給。
　一般行政職の「夜勤手
当」に相当。

同 千円 円

・一般の宿日直勤務 4,200円/回

・特殊な業務を主とする宿日直
勤務

5,900円/回

　　　　　　　　　週休日等 平日夜間

・部長級        12,000円/回 6,000円/回
・次長級        10,000円/回 5,000円/回
・課長級         8,000円/回 4,000円/回
・補佐級         6,000円/回 3,000円/回

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められた
額

31,200

エ　その他の手当（平成29年４月１日現在）

内容及び支給単価

定額（47,100円～137,700円） 

扶養手当 　扶養親族のある職員に支
給。

同
※16歳に達する年度初めから22歳に達する年度
末までの子に対する加算：1人あたり月額5,000
円

千円

管理職員特
別勤務手当

家賃の額に応じて支給。
　支給限度額：月額27,000円
※単身赴任の職員の配偶者が借家に居住する場
合は1/2の額

①交通機関利用者
　６箇月定期券等の価格に相当する額を支給。
支給限度額：１箇月当たり55,000円

②交通用具使用者
　通勤距離に応じて支給。
　支給限度額：月額55,000円(通勤距離が95㎞以
上の場合)

通勤手当 　交通機関又は交通用具を
利用して通勤する職員に支
給

③特急，高速道路利用者
　利用に係る特別料金等の額の1/2を加算。
　支給限度額：１箇月当たり20,000円

※６時間を超える場合は，各区分の額を1.5倍す
る。

単身赴任手
当

　異動等に伴い転居し，や
むを得ない事情により，同
居していた配偶者と別居し
単身で生活する職員に支
給。

①基礎額
　月額30,000円

②加算額
　職員の住居と配偶者の住居間の距離に応じて
支給。
　支給限度額：月額70,000円

勤務１時間当たりの給与額×勤務時間
　×　支給割合(25/100)

宿日直手当 　日直や宿直を命ぜられた
職員に支給。

578

同

同

同

支給実績
（28年度決算）

円

円千円

千円

千円

156

円

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（28年度決算）

115,680 円

円

　管理職員が，臨時又は緊
急の必要等により，週休
日・休日及び平日の午前０
時から午前５時までの間に
勤務した場合に支給。

同 千円



(2) 病院事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

総 費 用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）
区 分 職員給与費比率 27年度の総費用に占

Ａ 質収支 Ｂ Ｂ/Ａ める職員給与費比率
千円 千円 千円 ％ ％

28年度 18,274,091 1,085,434 10,110,167 55.3 55.5
（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まない。（資本勘定支弁職員なし）

給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均

区 分 職員数 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計
Ａ Ｂ 給与費B/A １人当たり給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
28年度 1,110 4,080,450 1,861,035 1,553,472 7,494,957 6,752 －

（注）１ 職員手当には，退職手当を含まない。

２ 職員数は，平成29年３月31日現在の人数である。

② 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成29年４月１日現在）
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

鹿児島県 43.5歳 322,937円 561,746円
医 師 42.8歳 569,050円 1,401,510円
看 護 師 43.1歳 294,290円 477,887円
事務職員 47.2歳 350,771円 565,925円

（注）１ 平均月収額には，期末・勤勉手当を含む。

２ 県立病院局は，平成18年度に設置されている。

③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

鹿 児 島 県 鹿児島県の 団体平均
一般行政職

１人当たり平均支給額（平成28年度）
1,395千円 1,651千円 － 円

（平成28年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 同 －
2.60 月分 1.70 月分

（1.45） 月分 （ 0.80） 月分

（加算措置の状況）
職制上の段階，職務の級等による加算措置 同 －

・役職加算 5 ～ 20 ％
・管理職加算 10 ％

（注）１ （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成29年４月１日現在）
鹿 児 島 県 鹿児島県の 団体平均

一般行政職

（支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 20.445 月分 25.55625月分
勤続25年 29.145 月分 34.5825 月分 同 － 円
勤続35年 41.325 月分 49.59 月分
最高限度額 49.59 月分 49.59 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～45％加算）

１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 自己都合 定年 － 千円
624千円 20,984千円

ウ 地域手当
（平成29年４月１日現在）
支給総額（平成28年度決算） 124,977千円
支給職員１人当たり平均支給年額 1,077千円
（平成28度決算）
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

（支給率）
医 師 22～24% 116人 －

（注） 地域手当は，民間賃金，物価等が特に高い地域に勤務する職員並びに採用が困難な医師及び歯科医師に支給される手当である。



エ 特殊勤務手当（平成29年４月１日現在）
支給総額（28年度決算） 172,275千円
支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 212,162円
職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度） 73.2 ％
手当の種類（手当数） ７

支給実績 左記職員に対する
手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

（平成28年度） 支給単価

防疫等作業手当 助産師，看護師，准看 感染症患者等の看護作業等に従 1,466千円 日額290円
護師，臨床工学技師 事

放射線取扱手当 医師，診療放射線技師， エックス線その他の放射線を照 3,571千円 日額250円
看護職員 射・透視する作業に従事

精神保健業務手当 精神保健指定医及び当 精神保健及び精神障害者の福祉 14千円 日額290円
該医が行う対象業務に に関する法律に基づく診察等
立ち会った職員

夜間看護等手当 ①助産師，看護師，准 ①正規の勤務時間による勤務と 159,937 ①１回
看護師 して深夜(22:00～5:00)時間を 千円 2,000～
②医療職給料表の適用 含む夜間の勤務に従事 3,300円
を受ける職員（③を除 ②急患に対処するため自宅等で ②１回
く。） 待機を依頼された職員が呼出を 1,620円
③医療職給料表の適用 受け，正規の勤務時間以外の時
を受ける職員のうち給 間において手術等の業務に従事
料の特別調整額を支給 ③救急患者等に対処するために ③１回
されている職員 呼出を受け，正規の勤務時間が 5,000～

割り振られた日の２２時から翌 15,000円
日５時までの時間において手術
等の業務に従事

専門資格業務手当 医療職給料表の適用を 県立病院事業管理者が定める専 2,149千円 日額250円
受ける職員（医師，歯 門資格を有し，当該専門性に関
科医師である職員を除 する業務，研究又は指導に従事
く。）のうち県立病院事
業管理者が定める専門
資格を有する職員
麻酔科に勤務する医師 マスク又は気管内挿管による閉 4,340千円 １回

麻酔施行業務手当 以外の医師又は歯科医 鎖循環式全身麻酔業務に従事 20,000円
師

ドクターヘリ救急 ①医師，歯科医師 ドクターヘリに搭乗し，医療 798千円 ①１回
医療業務手当 ②看護師等その他の医 行為等の業務に従事 5,000円

療技術職員 ②１回
3,000円

（注） 特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務に従事する職員に支給される手当である。

オ 時間外勤務手当
支給実績（28年度決算） 303,877千円
職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 314千円
支給実績（27年度決算） 267,899千円
職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 277千円

（注１） 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。
（注２） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職

員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含む。



手 当 名
一般行政職

の制度
との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

給料の特別
調整額

　管理又は監督の
地位にある職の特
殊性に基づき支
給。

同 33,118 千円 1,004,000 円

初任給調整
手当

　専門的な知識を
必要とし，採用困
難である医師等
に，採用から一定
期間支給。

同

初任給調整手当加
算

異

病院事業独
自の基準に
より加算額

を支給

配偶者 月額 10,000円

子   8,000円

父母等 6,500円

住居手当 　自ら居住するた
めの住宅若しくは
単身赴任の職員の
配偶者が居住する
ための住宅を借り
家賃を支払う職員
に支給。

同 77,039 千円 242,000 円

同

同

同

同

同

夜勤手当 　正規の勤務時間
として午後10時か
ら翌日午前５時ま
での間に勤務する
ことを命ぜられた
職員に支給。

同 96,950 千円 181,000 円

休日給 　休日等における
正規の勤務時間中
に勤務することを
命ぜられた職員に
支給。

同 69,228 千円 83,000 円

・一般の宿日直勤務 4,200円/回
・医師・歯科医師の宿日直勤務 20,000円/回
・特殊な業務を主とする宿日直勤
務

5,900円/回

　　　　　　　　　週休日等 平日夜間

・部長級        12,000円/回 6,000円/回

・次長級        10,000円/回 5,000円/回

・課長級         8,000円/回 4,000円/回

・補佐級         6,000円/回 3,000円/回

※６時間を超える場合は，各区分の額を1.5倍す
る。

431,000 円

同

管理職員特別
勤務手当

管理職員が，臨時
又は緊急の必要等
により，週休日・
休日及び平日の午
前０時から午前５
時までの間に勤務
した場合に支給。

391 千円

勤務１時間当たりの給与額×勤務時間
　×　支給割合(25/100)

勤務１時間当たりの給与額　×　勤務時間
　×支給割合(135/100)

宿日直手当 　日直や宿直を命
ぜられた職員に支
給。

特地勤務手当 　離島等の生活不
便な地に所在する
公署に勤務する職
員に支給。また，
異動等に伴い住居
移転する場合に
は，準ずる手当を
支給。

月額：給料等×支給割合(25/100～4/100)

※準ずる手当
　月額：給料等×支給割合
　(移転後5年目まで4/100,移転後6年目2/100)

円

円

4,047,000

円千円 465,000

支給実績
（28年度決算）

千円

千円

445,197

円

208,000

577,000

134,000 円

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（28年度決算）

上記初任給調整手当に加えて，業務に直接役立
つと認められる資格を有する職員（医師）及び
資格の取得に向けて業務に精励する職員（医
師）について支給。
加算額：　月額30,000円から110,000円の範囲内

千円52,486

98,110 千円

扶養手当

単身赴任手当 　異動等に伴い転
居し，やむを得な
い事情により，同
居していた配偶者
と別居し単身で生
活する職員に支
給。

①基礎額
　月額30,000円

②加算額
　職員の住居と配偶者の住居間の距離に応じて
支給。
　支給限度額：月額70,000円

カ　その他の手当（平成29年４月１日現在）

定額（47,100円～137,700円） 

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められた
額
　医師等の場合　支給限度額： 月額413,800円

内容及び支給単価

③特急，高速道路利用者
　利用に係る特別料金等の額の1/2を加算。
　支給限度額：１箇月当たり20,000円

※16歳に達する年度初めから22歳に達する年度
末までの子に対する加算：1人あたり月額5,000
円

通勤手当 　交通機関又は交
通用具を利用して
通勤する職員に支
給

①交通機関利用者
　６箇月定期券等の価格に相当する額を支給。
支給限度額：１箇月当たり55,000円

②交通用具使用者
　通勤距離に応じて支給。
　支給限度額：月額55,000円（通勤距離が95㎞
以上の場合）

202,274

家賃の額に応じて支給。
　支給限度額：月額27,000円
※単身赴任の職員の配偶者が借家に居住する場
合は1/2の額

　扶養親族のある
職員に支給。

106,104同

同

130,000 円

同 79,341 千円


